
国見の火消し
新体制スタート
国見町消防団辞令交付

　

４
月
１
日
、
国
見
町
消
防
団

の
辞
令
交
付
式
が
観
月
台
文
化

セ
ン
タ
ー
で
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

は
じ
め
に
、
永
年
予
防
消
防

に
尽
力
さ
れ
今
回
で
退
団
す
る

高
橋
一
男
さ
ん
ほ
か
10
人
に
鈴

木
耕
治
団
長
か
ら
辞
令
が
交
付

さ
れ
ま
し
た
。
続
い
て
、
再
任

団
員
14
人
、
階
級
異
動
団
員
24

人
、
新
入
団
員
８
人
に
辞
令
が

交
付
さ
れ
ま
し
た
。

　
　
　
（
３
月
31
日
）
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富
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分
団
長　

　
　

星
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正
博

　

部　

長　
　
　

後
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正
利

　

部　

長　
　
　

小
紫　

勝
佳

退
職
団
員
（
敬
称
略
）

新
入
団
員
（
敬
称
略
）

（
４
月
1
日
）

第
１
分
団
第
２
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曳
地
信
一

第
３
分
団
第
１
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近
野
祐
也

第
３
分
団
第
１
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佐
藤
大
介

第
３
分
団
第
２
部　

佐
藤
洋
一

第
３
分
団
第
３
部　

髙
橋
健
一

第
５
分
団
第
２
部　

遠
藤
正
浩

第
５
分
団
第
２
部　

佐
藤
幸
裕

第
５
分
団
第
３
部　

竹
田　

学

教
育
の
向
上
に
尽
力

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

教
職
員　

離
・
着
任
式

　

３
月
27
日
、町
教
職
員
の
離
任
式
が
行
わ
れ
、

２
人
の
教
員
が
退
職
、
８
人
が
異
動
と
な
り
ま

し
た
。

　

４
月
１
日
に
は
、
町
教
職
員
着
任
式
が
行
わ

れ
、
９
人
の
教
職
員
が
小
・
中
学
校
へ
着
任
し

ま
し
た
。　

学校名 職　名 氏　　名 新　任　校

国見小学校

校　長 菅　野　光　廣 退　職
教　諭 齋　藤　哲　也 桑折町立睦合小学校
教　諭 小　出　　　徹 伊達市立柱沢小学校
教　諭 岡　村　かおり 福島市立水原小学校
主　査 熊　谷　洋　子 伊達市立伊達東小学校

県北中学校

教　諭 伊　藤　みな子 退　職
教　諭 鈴　木　聖　美 伊達市立伊達中学校
教　諭 木　村　直　之 大沼郡金山町立金山中学校
教　諭 斉　藤　正　義 伊達市立桃陵中学校
養護教諭 滝　澤　裕　美 桑折町立醸芳中学校

学校名 職　名 氏　　名 前　任　校

国見小学校

校　長 酒　井　隆　志 県北教育事務所
教　諭 増　田　靖　子 伊達市立柱沢小学校
教　諭 齋　藤　道　子 伊達市立梁川小学校
教　諭　 佐　藤　幸　雄 伊達市立石田小学校
教　諭 佐　藤　佳　子 伊達市立上保原小学校
主　査 佐　藤　美　雪 伊達市立粟野小学校

県北中学校
教　諭 根　本　晃　宏 伊達市立桃陵中学校
教　諭 寺　島　加　奈 いわき市立勿来第一中学校
養護教諭 渡　邉　     　香 桑折町立醸芳中学校

転
出
・
退
職

転
入

3 月 27 日離任式
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4 月 1 日着任式

合併処理浄化槽設置整備事業について合併処理浄化槽設置整備事業について

人槽区分 浄化槽の補助金
（限度額）

5人槽 332,000 円

7 人槽 414,000 円

10 人槽 548,000 円

◆浄化槽法第 11条に基づく法定検査の実施

◆浄化槽の補助金 ◆撤去費用補助金

　河川や湖沼などの公共用水域の水質保全及び生活環境の改善、公衆衛生の向上を図るためには家庭から出る
生活排水を浄化するための公共下水道や合併処理浄化槽の普及が欠かせません。町では下水道事業計画区域外
の地区において、合併処理浄化槽の普及促進のため助成を行っています。本年度は従来の合併処理浄化槽設置
費用助成に加え、単独処理浄化槽や汲取り便槽の撤去費用も助成対象となります。※議決予算の範囲内での補
助となります。

　対象：下水道事業計画区域外
で、10 人槽以下の合併処理浄化
槽を新たに設置しようとする方　

　対象：使用している単独処理浄化槽及び汲取り便槽を合併処理浄化槽に 
                転換しようとする方　

◎後期高齢者医療保険料の保険料率が決まりました（平成 26年度・27 年度）
　福島県の後期高齢者医療保険料は、医療給付費および加入者数等の実績をふまえ、2年ごとに見直しを行っ
ています。

区分 現行の保険料率
（平成 24・25 年度）

新しい保険料率
（平成 26・27 年度）

均等割額 40,000 円 41,700 円

所得割率 7.76％ 8.19%

※平成 26 年度の保険料額および納付方法については、8月以降にお知らせします。

≪保険料の算定方法≫
・保険料は「均等割額」と「所得割額」の合計で、個人ごとに算定されます。

保険料
年額

均等割額と
所得割額の合計
※最高限度額 57 万円
100 円未満切り捨て

＝

所得割額
（所得に応じて負担）

　総所得金額等
　  － 33 万円  

※被保険者の所得に応じて軽減措置があります。

× 所得割率 8.19%

均等割額
被保険者全員が均等に負担

41,700 円
※世帯の所得に応じ
て軽減措置がありま
す。

+【

【

　平成 26・27 年度の保険料率は右記
のとおり改正されましたので、お知ら
せします。

◆問い合わせ　保健福祉課　☎ 585-2785

　浄化槽法では、生活排水の適正な処理及び生活環
境の保全、公衆衛生の向上のために年 1回の定期検
査が義務付けられています。浄化槽管理者（設置者）
は毎年 1回、指定検査機関（福島県が指定）の定期
検査を受けなければなりませんので、まだ検査を受
けていない浄化槽管理者（設置者）の方は、次の検

査機関にお申し込みください。　
【県知事指定検査機関】（社団）福島県浄化槽協会 浄化
槽検査委員会 福島支所〒960-8055　福島市野田町１丁
目 16 番 35 号　☎５531-1766
※検査に関する問い合せは、上記の検査機関または浄
化槽の維持管理を委託している浄化槽保守点検業者へ
問い合せください。

区　　　　分 撤去費補助金
（限度額）

①転換前の単独処理浄化槽の位置と新設する合併処理浄化槽
   の位置が重なる場合
②転換前の単独処理浄化槽の撤去位置に、新設する合併処理
   浄化槽が設置できない場合で同一敷地内に設置する場合

45,000 円

上記に記載された以外の場所 30,000 円
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